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１　基本施策に対する基本姿勢

現状

　少子高齢化が進み、本市の人口も減少傾向にある中、子育てに対する支援ニーズも多様化しつつ増加してきている。平成27年3月策定の「安
曇野市子ども・子育て支援事業計画」に基づき、子育て世代への支援を他の部局とともに実施している。
　幼児期の教育と保育に関する施策については、信州やまほいくを取り入れるなど、発達段階に応じた教育と保育の提供を行い、健やかな子
どもの成長を目指している。また、子育てに対する悩みを抱える親も増加している中、虐待防止を図りながら、各種相談事業も充実が求めら
れており、家庭児童相談、ひとり親相談など複雑化する相談に対し、関係機関との連携を図りながら対応している。

基本方針
(目指すべき方向性)

　安心して子どもを産み育てられるとともに、子どもが健やかに育つ「子育て世代を支えるまち」の実現を目指します。

２　施策指標

指標 単位 （設定時）目標値 H27 H28 H29 達成率 進捗状況 所管課

乳幼児健診受診率 ％ 96.1 98 96.4 98.4 97.8 99.8 順調 健康推進課

延長保育受入数 人 675 675 1,035 1,120 1,088 161.1 予定以上 子ども支援課

放課後児童クラブ登録者数 人 671 735 838 875 955 129.9 予定以上 生涯学習課

家庭児童相談件数（件/年） 件 81 100 87 112 124 124 予定以上 子ども支援課

施策指標の進捗状況と分析

延長保育受け入れ児童数については、保護者ニーズにこたえるため、職員配置など柔軟に対応しながらすべての児童の受け入れがで
きている。
　家庭児童相談件数については、内容も複雑多様化している中、相談員の専門性と資質の向上が求められてきており、関係機関との
連携を強化しながら対応している。

３　基本施策を構成する事務事業の評価 （単位：円）

No コード 事務事業名 所管課 重点化
事業費 事務事業の状況

H27 H28 H29 H30 H31 合計 事業区分 新/継 終期 方向性 正規職員数

1 0103275 母子福祉事業 児童係 3,437,516 1,911,381 5,348,897 義務業務 継続 期限なし

事業効果を
高めるため
の方策を検
討

0.8

2 0103280 女性保護事業 児童係 11,584,589 15,094,134 26,678,723 義務業務 継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

1.4

3 0103475 家庭児童相談事業 児童係 15,642,348 6,671,145 22,313,493 義務業務 継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

3.5

4 0103490
子育て応援手当給付
事業

児童係 38,078,340 37,081,072 40,876,000 41,275,000 157,310,412 政策的業務 継続 期限なし
事業の進め
方の改善が
必要

0.5

5 0103495
ファミリーサポート
事業

児童係 6,350,000 6,850,000 13,200,000 義務業務 継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

0.2

6 0103500 小規模公園整備事業 児童係 5,986,440 1,896,210 11,880,000 19,762,650
ハード（継
続）

継続 期限なし
事業の進め
方の改善が
必要

0.4

7 0103530
アルプス認定こども
園建設事業

保育担当 390,316,703 22,993,506 413,310,209
ハード（継
続）

継続 H29

現状のまま
事業を実施
することが
適当

0.2

8 0103535
明科南認定こども園
建設事業

保育担当 114,581,560 61,938,200 564,763,000 67,498,000 808,780,760
ハード（継
続）

継続 H31

現状のまま
事業を実施
することが
適当

0.5

9 0103540
三郷北部認定こども
園建設事業

保育担当 57,453,000 486,221,291 109,546,000 653,220,291
ハード（継
続）

継続 H30

現状のまま
事業を実施
することが
適当

0.5

10 0103545
たつみ認定こども園
建設事業

保育担当 44,744,527 306,741,650 406,204,000 95,226,000 852,916,177
ハード（継
続）

継続 H31

現状のまま
事業を実施
することが
適当

0.5

11 0103575
公立認定こども園管
理費

保育担当 1,324,999,409 1,311,104,014 2,636,103,423
施設の管理
運営

継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

1

12 0103580
公立認定こども園給
食運営費

保育担当 325,158,668 335,398,175 660,556,843 義務業務 継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

2

13 0103585
豊科認定こども園管
理

豊科認定こども園 5,783,698 6,131,308 11,915,006
施設の管理
運営

継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

19

14 0103590
豊科南部認定こども
園管理

豊科南部認定こども園 5,158,196 4,594,853 9,753,049
施設の管理
運営

継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

24

15 0103595
南穂高認定こども園
管理

南穂高認定こども園 6,241,666 6,795,538 13,037,204
施設の管理
運営

継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

22

16 0103600
たつみ認定こども園
管理

たつみ認定こども園 4,431,431 4,956,739 9,388,170
施設の管理
運営

継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

15
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17 0103605
アルプス認定こども
園管理

アルプス認定こども園 3,699,395 3,588,794 7,288,189
施設の管理
運営

継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

14

18 0103610
上川手認定こども園
管理

上川手認定こども園 4,062,183 4,410,934 8,473,117
施設の管理
運営

継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

14

19 0103615
有明の森認定こども
園管理

有明の森認定こども園 5,341,237 5,743,578 11,084,815
施設の管理
運営

継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

19

20 0103620
有明あおぞら認定こ
ども園管理

有明あおぞら認定こども園 6,015,713 6,286,197 12,301,910
施設の管理
運営

継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

19

21 0103625
西穂高認定こども園
管理

西穂高認定こども園 8,709,801 8,270,249 16,980,050
施設の管理
運営

継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

28

22 0103630
北穂高認定こども園
管理

北穂高認定こども園 3,456,902 3,872,415 7,329,317
施設の管理
運営

継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

13

23 0103635
穂高認定こども園管
理

穂高認定こども園 7,524,095 8,649,661 16,173,756
施設の管理
運営

継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

27

24 0103640
三郷西部認定こども
園管理

三郷西部認定こども園 3,474,783 3,455,281 6,930,064
施設の管理
運営

継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

9

25 0103645
三郷南部認定こども
園管理

三郷南部認定こども園 5,107,938 4,958,072 10,066,010
施設の管理
運営

継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

25

26 0103650
三郷東部認定こども
園管理

三郷東部認定こども園 6,609,416 7,442,540 14,051,956
施設の管理
運営

継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

21

27 0103655
三郷北部認定こども
園管理

三郷北部認定こども園 5,265,018 5,495,854 10,760,872
施設の管理
運営

継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

20

28 0103660
堀金認定こども園管
理

堀金認定こども園 8,721,166 8,837,206 17,558,372
施設の管理
運営

継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

29

29 0103665
明科南認定こども園
管理

明科南認定こども園 4,467,937 4,735,436 9,203,373
施設の管理
運営

継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

13

30 0103670
明科北認定こども園
管理

明科北認定こども園 4,398,575 4,177,003 8,575,578
施設の管理
運営

継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

13

31 0103680
子どものための教育
・保育給付費

保育担当 〇137,826,130 284,913,212 422,739,342 義務業務 継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

1

32 0103685
病児・病後児保育事
業

保育担当 13,473,216 13,071,456 26,544,672 義務業務 継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

0.2

33 0103690 一時預かり事業 保育担当 11,201,620 14,021,094 25,222,714 義務業務 継続 期限なし
事業の進め
方の改善が
必要

0.2

34 0103695
私立保育所等延長保
育事業

保育担当 4,327,680 10,573,356 14,901,036 義務業務 新規 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

0.2

35 0103700
実費徴収補足給付事
業

保育担当 45,080 7,720 52,800 義務業務 継続 期限なし
事業の進め
方の改善が
必要

0.02

36 0103705
私立保育所等特別保
育事業

保育担当 10,035,360 15,400,501 25,435,861 定型業務 継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

0.3

37 0103710
保育士等処遇向上事
業

保育担当 1,409,000 2,517,000 3,926,000 政策的業務 継続 H29

事業の縮小
・廃止のス
ケジュール
を検討

0.05

38 0103715
多子世帯保育料負担
軽減事業

保育担当 3,348,600 2,448,400 5,797,000 定型業務 継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

0.2

39 0103720
認可外保育施設支援
事業

保育担当 12,446,901 6,622,987 7,274,000 7,274,000 33,617,888 政策的業務 継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

0.5

40 0103725
小規模保育施設整備
事業

保育担当 〇33,000,000 31,006,000 30,000,000 94,006,000 政策的業務 継続 H30

現状のまま
事業を実施
することが
適当

1



平成29年度　基本施策評価シート（部別）

基本目標

基本方針

基本施策名

穏やかに暮らせるまちの形成

安心を支えるまち

子育て支援の充実

作成者

評価者

所属 職名 氏名

福祉部　子ども支援課

福祉部

課長

部長

鳥羽　登

花村　潔

合計 2,663,915,837 3,076,884,162 1,170,543,000 211,273,000 7,122,615,999

事務事業量とコスト
(費用対効果)の分析

　子育て支援の充実を図るための事業は多種多様化しており、一概に費用対効果を検証できるものではないが、施設管理費等におい
て経常経費の節約を図りながらコストの削減に努める必要がある。
　各種手当の給付事業については、受給資格者に適正に支給されるよう正確な事務処理を行いながら事業を推進する必要がある。

重点化事務事業の考え方

　３歳未満児の保育所等利用希望の増加により、保育給付を受けられる施設が不足状態となり、待機児童が発生している。また、当
市では民間の施設が少なく、子ども・子育て支援法に市の責務として規定されている多様な施設又は事業者から保護者が選択できる
環境が整えられていない。
　このような状況の中３歳未満児の受け皿を短期間に整備できる小規模保育事業は有効性が高いため、市有地の活用も検討しながら
、平成３０年度に２施設を整備していく。
　また、民間の活力を導入することにより、施設整備に係る市の負担を最小限に抑えるとともに、多様化する保育ニーズに応えるた
め、更には少子化による対象児童の減少に対応していくため、民営化に関する中長期ビジョンを策定し、公立園の民営化や統廃合に
ついて早急に検討する必要がある。

縮減・廃止事務事業の考え方
　保育士等処遇向上事業については、公立保育所の保育士（非常勤嘱託職員）と市内の私立保育所の保育士との賃金格差の是正を目
的として、市の単独事業として実施してきたが、施設型給付費（保育所の運営に係る国・県・市の公費負担）において保育士の賃金
に直接充てられる処遇改善等加算の引き上げにより、市が補助する必要がなくなったため、本年度をもって廃止とする。

総合評価
(次年度へ向けた課題の抽出含)

　安曇野市子ども・子育て支援事業計画に沿って各事業を推進しているが、現在の計画が平成31年度までの計画であることから、現
状の施策を検証し、子育て支援ニーズの把握と有効な施策の構築を検討していく必要がある。
　多様化する保育ニーズや未満児保育の増加に対応するため、民間事業者の活力を利用するとともに、少子化に伴う利用児童の減少
を考慮しながら、保育施策に対する中長期ビジョンを策定し、施設の統廃合等についても具体的な検討を始める必要がある。また、
核家族化やひとり親家庭の増加により、子育てに不安を抱えている親への支援の強化を図る必要もある。



平成29年度　基本施策評価シート（部別）

基本目標

基本方針
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１　基本施策に対する基本姿勢

現状

　本市唯一の幼稚園として、幼児教育の一端を担う施設ではあるが、職員の不足、環境整備、事務的、対外的仕事量の増加などにより、教育
の質の低下が感じられる。職員自身の研究時間の確保が難しくなってきているが、テーマを決め質の向上に努め、伝承行事を取り入れたり、
小動物の飼育、畑活動をとおして生命の大切さを知り、保護者の保育参加など新たな事業も交えながら、人とかかわる楽しさ、人を思いやる
気持ちを持つなど、主体的に活動できる子どもたちの姿を目指して取り組んでいる。

基本方針
(目指すべき方向性)

　高い志を持って努力できる子どもたちの姿を願い、一人ひとりの個性を伸ばす教育に取り組むとともに、学校、家庭、地域と連携した安全
対策に努め、地域に根ざした特色ある学校づくりを目指します。
　また、食育推進の観点から、地元農畜産物の積極的な利用を進める中で、地域の伝統食や行事食を生産者などの協力により、児童生徒に伝
えていきます。

２　施策指標

指標 単位 （設定時）目標値 H27 H28 H29 達成率 進捗状況 所管課

学校図書標準の達成（校・累計） 校 13 17 14 13 14 82.4 停滞 学校教育課

学校耐震補強完了割合 ％ 94.4 100 100 100 100 100 順調 学校教育課

教育相談室相談員の充実 人 5 5 5 5 5 100 順調 学校教育課

施策指標の進捗状況と分析

３　基本施策を構成する事務事業の評価 （単位：円）

No コード 事務事業名 所管課 重点化
事業費 事務事業の状況

H27 H28 H29 H30 H31 合計 事業区分 新/継 終期 方向性 正規職員数

1 0110445 幼稚園就園奨励費 保育担当 5,618,500 4,163,400 9,781,900 定型業務 継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

0.2

2 0110450 穂高幼稚園運営費 保育担当 61,249,287 52,651,094 113,900,381
施設の管理
運営

継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

4

3 0110455
穂高幼稚園給食運営
費

保育担当 11,618,305 11,236,544 22,854,849
施設の管理
運営

継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

0.2

合計 78,486,092 68,051,038 146,537,130

事務事業量とコスト
(費用対効果)の分析

　節約意識等を持ちコスト軽減に努めながら、質の高い教育と保育を目指していく必要がある。

重点化事務事業の考え方

縮減・廃止事務事業の考え方

総合評価
(次年度へ向けた課題の抽出含)

　発達段階に応じた教育と保育が受けられるように、認定こども園と連携を図りながら教育の質の向上に努めていく必要がある。ま
た、園の活動や保護者との連携などをPRしながら、保護者に選択してもらえる施設となるよう、運営について検討していく必要があ
る。


